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１．産業別にみたコロナ禍での労働生産性の変化  

 

2020 年 4 月に初めて緊急事態宣言が発令されて以来、日本の社会経済的な諸活動は、

コロナ禍によって様々な制約を受けてきた。特に、飲食業や小売業は、営業時間短縮

や営業自粛を強いられるなど、事業活動が大きく収縮する状況に陥った。製造業をみ

ても、グローバルなサプライチェーンの混

乱や半導体不足などが生産活動を下押しし

ている。 

労働生産性も、このような変化に大きな

影響を受けている。ここでは、日本生産性

本部が企業レベル生産性データベース

（JPIC-DB）として提供している企業財務

データをもとに、企業の労働生産性がどの

ように変化したのかについて、その要因と

ともに概観していきたい。 

コロナ禍で労働生産性がどう変動したの

かは産業によっても異なるが、最も落ち込

みが目立つのは宿泊業である。外出自粛の

広がりに伴うビジネス出張や観光の大幅な

減少が直撃した宿泊業では、2020 年度

（2020年 4月～2021年 3月を決算期とする
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会計年度）の労働生産性上昇率が▲5%超となった企業の割合が 86%を占めている。飲

食業も、2020年度の労働生産性上昇率が▲5%超となった企業の割合が 76%にのぼって

いる。こうした分野では、ほとんどの企業で労働生産性が低下したといってよい。 

製造業も、労働生産性が▲5%超のマイナス幅となった企業が過半数（52%）を占め

ており、労働生産性が上昇した企業は概ね 1／3（32%）にとどまっている。飲食業や

宿泊業、製造業のほかにも、生活関連サービス・娯楽業（同 68%）や教育・学習支援

業（同 50%）でも、労働生産性が低下した企業が目立つ。 

一方、労働生産性の上昇が目立つのは、鉱業や金融・保険業、農林漁業、医療・福

祉といった分野である。これらの分野では、2020 年度の労働生産性上昇率が+5%超の

企業割合が 40%を超えている。「巣ごもり消費」の影響で食品スーパーなどの業況が堅

調だった小売業や、在宅ワークの拡がりやデジタル化の恩恵を受けた情報通信業も、

労働生産性上昇率が+5%を超える企業が 4割弱を占めている。 

こうしてみると、日本経済がコロナ禍の影響を大きく受けているといっても、労働

生産性が低下した企業が多数派を占める産業分野ばかりというわけではない。労働生

産性がどう変化したかという観点でみると、分野によって状況が大きく異なっている

とみることができる。 

 

 

 

 ２．労働生産性が上昇した企業の特徴 

コロナ禍による企業活動の影響は産業分野によって大きく異なるとはいえ、コロナ

禍にあっても労働生産性が上昇した企業とはど

のような特徴があるのだろうか。ここでは、

2020 年度の労働生産性上昇率が+5%超の企業

（以下、「生産性上昇企業」）と▲5%超の企業

（以下、「生産性低下企業」）ではどのあたりが

違うのかについて、主要な経営指標からみてい

くことにしたい。 

「生産性上昇企業」と「生産性低下企業」で

は、営業利益で 4.4 倍、当期利益にいたっては

6.1 倍と、利益指標でみるとかなり大きな差が
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生じている。一方、売上規模にそれほど大

きな違いはなく、「生産性上昇企業」の売上

平均は、「生産性低下企業」より 15％ほど

大きいだけである。また、売上高付加価値

率をみると、「生産性上昇企業」が 31%であ

るのに対し、「生産性低下企業」は 27%とな

っており、売上に占める「粗利（付加価

値）」にもそれほど大きな違いがあるわけで

はない。 

売上規模や売上高付加価値率にさほど差

がないのに、各種利益指標に大きな違いが

あるということは、諸々の経費に差が生じ

ているか、各種給付金などの営業外収益に

差が生じていることなどが原因として考え

られる。 

実際、経費率を表す指標の一つである売

上対販管費率は、「生産性低下企業」

（42％）より「生産性上昇企業」（35％）の

方が 7%ポイント低くなっている。 

コロナ禍では、「持続化給付金」など様々

な公的給付が対象となる企業向けに制度化

された。2020 年度は、緊急避難的な公的支

援として、多くの企業がこのような給付金

を受け取っており、それが企業業績や労働

生産性に影響を及ぼしている可能性があ

る。ただし、持続化給付金を例にとると、

本業以外の収入を表す「雑収入」として会

計処理し、損益計算書に営業外収益として

計上していれば、計算上の定義1から労働生

産性には影響しないことになる。しかし、

どの勘定科目に計上するかは企業の判断に

 
1 企業の財務データから労働生産性を計算する定義は様々な種類があるが、ここでは以下により算出している。 

労働生産性 ＝ 付加価値（営業利益 ＋ 人件費 ＋ 減価償却費 ＋ 賃借料 ＋ 租税公課） ／ 従業員数 



4 

 

よる部分もあり、一時的な所得として特別利益に計上しているケースもあるだろう。

また、そのまま売上に計上した場合には、労働生産性にも影響することになる。 

今回制度化された様々な給付金・助成金は、それぞれの趣旨や性格が異なるため、

全てが労働生産性に影響しない営業外収益や特別利益に算入されているとも言い切れ

ないため、労働生産性にどのくらい影響しているのかは見通しにくいのが実情である。 

 他の指標で「生産性上昇企業」と「生産性

低下企業」でやや差があるのは、企業の収益

体質を表すものが目立つ。売上対人件費率や

損益分岐点比率は「生産性上昇企業」の方が

若干低くなっているほか、総資本経常利益率

（ROA）や売掛金などの回収速度を表す売上

債権回転率、1 人当たり限界利益は逆に「生

産性上昇企業」の方が高くなっている。ま

た、企業の資金繰りや資金収支を表す総資本

営業キャッシュフロー比率やキャッシュフロ

ーマージンでも、「生産性上昇企業」と「生

産性低下企業」で差が大きい。 

 一方、「生産性上昇企業」と「生産性低下

企業」で差が比較的小さい指標は、自己資本が固定資産にどれだけ投下されているか

を表す固定比率や、類似指標である固定長期適合率、買掛金や支払手形が売上原価に

占める割合を表す買入債務回転期間など、財務的な安全性に関連する指標が多い。ま

た、企業の粗利や収益性を表す指標でも、売上高総利益率や限界利益率では、差があ

まり見られない。 

こうしてみると、労働生産性が上昇した企業は、企業の収益性や資金繰りなどで相

対的に良好な体質であることが、様々な指標からみてとれる。 

そして、労働生産性水準も、「生産性上昇企業」（1,197 万円）は「生産性低下企業」

（764 万円）より 57%ほど高くなっており、それが賃金水準の差（「生産性上昇企業」

の 1 人当たり賃金（人件費）は「生産性低下企業」より 21%ほど高くなっている）に

もつながっているものと考えられる。 

また、他の経営指標がどのように変化しているのかをみても、生産性が上昇した企

業と生産性が低下した企業では差がみられる。特に、経常利益や営業利益、当期利益

といった利益関連指標では、「生産性低下企業」が大幅な前年度比マイナスになったの

に対し、「生産性上昇企業」では前年度比でプラスになっている。売上も、「生産性上
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昇企業」では前年度水準を上回っている。 

 ここで挙げた利益関連指標と売上を組み合

わせた経営指標である売上高経常利益率や売

上高営業利益率も、「生産性上昇企業」で改

善する一方で「生産性低下企業」で悪化して

おり、両者の差が大きい。しかし、比率自体

では両者に大きな差がみられなかった売上高

付加価値率をみると、「生産性上昇企業」で

前年度より改善しているのに対し、「生産性

低下企業」では前年度から悪化している。損

益分岐点比率や売上対販管費率、売上がなく

てもかかる固定費の負担の重さを表す固定費

比率も同様だった。 

企業の採算性や収益性を見るために用いら

れるこれらの指標でみても、労働生産性が上

昇した企業と低下した企業ではコロナ禍で差

が大きく開いたことがみてとれる。 

 

 

 

 

 ３．主要産業の概況 

 

飲 食 業                                     

 「生産性上昇企業」と「生産性低下企業」の違いがどのような指標に表れているの

かは、産業分野によっても違いがある。そこで、ここではコロナ禍による影響が比較

的大きかった飲食業と小売業、それから製造業について、それぞれ概観していくこと

にしたい。 

 飲食業は、2020 年 4 月から断続的に各地で発令された緊急事態宣言により、営業時

間の短縮や営業自粛を強いられ、事業活動の制約が最も大きかった分野の 1 つである。
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地域や時期によっては、営業の自粛・短縮に伴う補償金・協力金が事業者の財務的な

安定に寄与したものの、業況自体はかなり厳しかったとみられる。 

 実際、飲食業の「生産性上昇企業」と「生産性低下企業」いずれをみても、営業利

益、経常利益、当期利益といった利益

関連指標は全て赤字となっている。 

また、売上をみると、利益ほど大き

な差がみられず、むしろ「生産性上昇

企業」の方が平均規模が小さくなって

いる。これは、全業種平均でみたとき

と逆の傾向であり、自治体などによる

各種の休業補償・協力金がどちらかと

いうと個人事業主・中小企業向けに設

計されていたことも影響しているもの

と考えられる。休業の影響（損失）が

業態や企業規模、地域などによって異

なっていることも反映していると考え

られる。 

逆に、「生産性上昇企業」と「生産

性低下企業」で比較的差が小さい指標

としては、損益分岐点比率や売上対人

件費率、売上高付加価値率、限界利益
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率といった指標が挙げられる。こうした事業の採算性を表す経営指標でみる限り、両

者にそれほど大きな違いがなかったとみることができる。 

 逆に、両者の差が大きかったのは、営業利益や経常利益などの利益関連指標がまず

挙げられる。これらの指標は、前述したとおり、労働生産性が上昇していても低下し

ていても赤字になっているが、赤字幅をみると「生産性上昇企業」は「生産性低下企

業」の半分程度になっている。また、1人当たりでみた保有設備を表す労働装備率や、

自己資本がどれだけ充実していて財務的安定性があるかを表す自己資本比率、保有設

備をどれだけ有効に活用しているかを表す有形固定資産回転率、総資本営業キャッシ

ュフロー比率といった指標も、「生産性上昇企業」が「生産性低下企業」を大きく上

回っている。 

 「生産性上昇企業」の労働生産性（1,708万円）は、「生産性低下企業」（790万

円）の 2倍以上であり、もともとの水準に大きな差があるとはいえ、こうした違いも

労働生産性の動向に影響したものと思われる。 

 

 

 

小 売 業                

 小売業は、コロナ禍で在宅時間が増えたことによる「巣ごもり消費」の恩恵を受け

た食品スーパーのような業態がある一方、百貨店のように外出自粛やインバウンド消

費の消失などで大きな打撃を受けた業態もあり、業態間の差がかなり大きい。そのた

め、労働生産性にも、そうした業態によ

る業況の違いが影響しているものと考え

られる。 

「生産性上昇企業」の労働生産性は

1,125 万円で、「生産性低下企業」（575 万

円）の 2 倍近い水準であり、飲食店と同

様に大きな差がある。 

ただ、売上などの指標をみると、小売

と飲食で状況が異なる。「生産性上昇企

業」の売上平均は、「生産性低下企業」

の 3 倍近くなっており、規模にかなりの

違いがみられる。また、「生産性低下企
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業」の営業利益や当期利益は赤字だが、

「生産性上昇企業」は黒字基調を維持で

きている。 

また、採算性（損益分岐点比率）や粗

利（売上高付加価値率）に大きな違いは

ないが、労働装備率には大きな違いがあ

る。 

売上対販管費率や売上対人件費率など

も、「生産性上昇企業」の方が低くなっ

ている。これは、「生産性上昇企業」の

企業規模が大きいというだけでなく、収

益構造やコスト構造にも違いがあること

が、コロナ禍の労働生産性にも影響して

いることを示唆している。 

 実際、売上に占める固定費の比率（固

定費比率）は「生産性上昇企業」の方が

低くなっており、利益を上げやすい体質

になっている。損益分岐点でみても同様

である。 

 

 

 

製 造 業                 

 製造業では、「生産性上昇企業」の労

働生産性が「生産性低下企業」の 1.5 倍

ほどで、小売や飲食ほど差が大きいわけ

ではない。これは、製造業各分野の業況

が、コロナ禍による外出自粛などの影響

を飲食や小売業ほど大きく受けない産業的特性の影響もある。 

また、海外のサプライチェーンの混乱や半導体の供給制約などの影響を受けたもの

の、主要国を中心に日本よりも経済の正常化が早かったことなどから輸出環境がいち

早く好転したことも関係しているだろう。 
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 もっとも、売上でみると、「生産性上

昇企業」平均は、「生産性低下企業」の 9

割ほどであり、売上規模が大きい企業を

中心にコロナ禍で労働生産性が向上した

わけではない。このあたりは、小売業と

は大きく異なる点といってよい。 

 また、損益分岐点比率や売上対人件費

率は、「生産性上昇企業」が「生産性低

下企業」をやや下回っている。このあた

りは、飲食店や小売業と同様の傾向であ

り、分野にあまり関係なく採算性が労働

生産性の動向に影響していることを示し

ている。 

 それでは、製造業で労働生産性が上昇

した企業と低下した企業を比較したと

き、どのようなところに差があるかとい

うと、まず挙げられるのが営業利益及び

売上高営業利益である。「生産性上昇企業」の営業利益は、「生産性低下企業」の約 4

倍、売上高営業利益率も 4.7倍になっている。両者の差を見ていくと、売上高付加価値

率や売上総利益率といった原価率に関する差よりも、売上高販管費率などの経費関連

の指標の差が大きい。また、キャッシュフロー関連指標も差が大きくなっている。し
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たがって、「生産性上昇企業」の方が、粗利の大きい高付加価値製品を扱っていたとい

うよりも、経費を抑えながら資金収支に余裕のある企業運営をしていたといえそうで

ある。 

 

 

 

   

４．生産性及び関連指標からみると 

主要産業でどのような特徴がみられるか 

 

労働生産性を経営分析のフレームワークで

みたものに、付加価値分析がある。これは、

労働生産性を売上高付加価値率・労働装備

率・有形固定資産回転率の 3 指標に分解する

形で分析するものである。この 3 指標の算式

を乗じると、分子・分母がそれぞれ約分さ

れ、最終的に付加価値／従業員（＝労働生産

性）になる。そうした関係から、売上高付加

価値率・労働装備率・有形固定資産回転率の

いずれか、または全てを改善することによ

り、労働生産性は上昇することになる。これ

らに労働生産性に関連が深い売上高営業利益

率と資本生産性を加えたものが、右図（レー

ダーチャート）である。 

右図をもとに労働生産性をみると、コロナ

禍で労働生産性が上昇した企業と低下した企

業では、売上高付加価値率や労働装備率とい

った指標に大きな違いがないものの、売上高

営業利益率や有形固定資産回転率、資本生産

性の 3指標では比較的大きな差がみられる。 

これは、コロナ禍で労働生産性が上昇した

企業と低下した企業では、粗利（売上高付加
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価値率）にさほど差があるわけではないが、そこから各種経費や人件費が差し引かれ

た売上高営業利益率には大きな違いが生じている。そして、1人当たりでみた設備（労

働装備率）に大きな差がないものの、有形固定資産回転率や資本生産性によって表さ

れる設備資産の有効活用度に差が生じていることを示している。コロナ禍だけの特徴

とは言い難いものの、企業の労働生産性の動向に差が生じる際の要因の 1 つとみるこ

とができるだろう。 

もっとも、これは全産業の企業を平均したときにみられる特徴であり、産業分野に

よってもこうした特徴は異なってくる。全産業平均に近い特徴を持つのは、製造業で

ある。製造業でも、売上高付加価値率と労働装備率の差が小さく、一方で売上高営業

利益率や有形固定資産回転率、資本生産性の

差が大きくなっている。特に、有形固定資産

回転率や資本生産性といった資本効率は全産

業平均よりも差が大きく、製造業の「生産性

上昇企業」と「生産性低下企業」の違いにつ

ながる要因になっている。 

基本的な構造にそれほど大きな違いはな

いものの、労働装備率に大きな差がみられる

のが飲食業である。そして、全産業平均と同

様、売上高営業利益率や資本設備効率を表す

有形固定資産回転率、資本生産性にも大きな

差がある。また、飲食業では、「生産性上昇

企業」と「生産性低下企業」で労働生産性水

準に大きな差がみられるが、両者の売上高付

加価値率は大きく変わらない。したがって、

原材料費などの影響を受ける粗利にさほどの

違いがあるわけではないものの、店舗や各種

設備などへの投資が大きいだけでなく、それ

を効率的に活用していることが、「生産性上

昇企業」の特徴になっている。 

小売業も、「生産性上昇企業」と「生産性

低下企業」で売上高営業利益率や労働装備率

に大きな差がみられる。しかし、小売業では、有形固定資産回転率が「生産性上昇企

業」より「生産性低下企業」で高くなっている点で、飲食業や製造業と異なる。これ
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は、設備を多く持つ企業ほど売上が大きくな

っているわけではないことを示している。た

だ、小売業の「生産性上昇企業」の有形固定

資産回転率（61.7）は、製造業の同種企業

（74.1）より低いものの、飲食業（32.1）よ

り高くなっていることに留意する必要があ

る。また、売上高付加価値率をみると両者に

さほど差がないものの、売上高営業利益率で

は大きな差が生じている点で、小売業は製造

業や飲食業とも共通の特徴がみられる。 

こうしてみると、飲食業・小売業・製造業

に共通して「生産性上昇企業」と「生産性低下企業」を分かつ最も大きな特徴は、売

上規模や粗利（売上高付加価値率）などではなく、売上高営業利益率に代表される収

益力の格差といえそうである。また、投下資本・設備の量や効率的な資本・設備の活

用といった要因も生産性向上の有力な要因ではあるものの、分野によって様相が若干

異なっている。これらは、これまでの経済環境下でもある程度あてはまるものと思わ

れるが、コロナ禍でも労働生産性が向上している企業の特徴になっている。 

※本稿は、日本生産性本部が提供する企業レベル生産性データベース（JPIC-DB）

の企業財務データを利用して分析を行ったものである。コロナ禍の影響を受けた

2020年度（2020年 4月～2021年 3月を決算期とする会計年度／収録 66,417社）を

中心に、データの外れ値処理などを施した上で各種分析を行っている。 

※企業レベル生産性データベース（JPIC-DB）は、株式会社東京商工リサーチが提

供する TSR データベースに収録された企業財務データをもとに日本生産性本部及

び一橋大学大学院宮川大介研究室／学習院大学滝澤美帆研究室が構築したもの。

自社の労働生産性の計測及び簡易分析などを行うことができる。詳細は、以下を

参照されたい。 

＜企業レベル生産性データベース（JPIC-DB） http://db.jpc-net.jp/ ＞ 

 

http://db.jpc-net.jp/


13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このコンテンツの著作権は、公益財団法人日本生産性本部に帰属します。 

本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、

引用する際は、必ず出所：日本生産性本部 生産性レポート Vol.19「コロナ禍でも労働生産

性が上昇した企業は何が違うのか」等と明記してください。 

本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当本部ま

でご連絡ください。 

 

 




